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＜巻頭言＞

『環境革命』実現のカギ

　レスター・ブラウンによれば，21世紀は「エコロジーの原則に従って世界経済を再構築する」時
代であり，この変革を『環境革命』と呼ぶ。世界の経済や生活様式を大きく転換させてきた産業革
命，IT革命に次ぐ第３の革命ともいわれる環境革命は，温暖化に代表される地球環境危機への強
い認識から生まれたものであり，自然と共生する持続社会の構築を目指す変革である。オバマ大統
領によるグリーン・ニューディールの提唱などを見ていると，環境革命もにわかに現実味を帯びて
きたように思えるが，革命という言葉とは裏腹に一夜にしては成らず，今世紀半ばを目指した息の
長い緩やかな変化によって成就されるものであろう。環境技術に関わる者として，この革命の一端
を担う立場にあることには非常な遣り甲斐を感じている。
　産業革命は蒸気機関の発明を契機とした産業の機械化により，また IT革命は高性能コンピュー
タによる情報技術の急伸により，いずれも画期的な新技術が主導することで世界の価値観，ひいて
は社会や文化を変えていった。これに対し環境革命では，人類が価値観を変える契機となる地球環
境問題が先に生じ，これを解決するための技術革新が求められている。これまでと逆の，価値観の
変化が技術を主導する革命である。原子力，太陽電池などは，産業革命における蒸気機関のよう
に，環境革命の決め手となる脱温暖化技術にも思えるが，環境の問題は一つの新技術によって全て
を解決することはできない。エネルギーが手に入っても，モノはどうするのか；有機材料は二酸化
炭素またはバイオマスから作らねばならないし，レアメタル等の無機資源も環境負荷なしで完全循
環しないといけない。これまでにない環境適合型リサイクル技術，物質生産技術が必要となる。さ
らには，これら産業活動の全てが，水，空気，土壌といった環境資源の健全性を損なうことなく行
われなければならず，環境保全・浄化技術にも変化がもたらされる。革命の担い手となる環境技術
者は，あらゆる分野の先端科学技術を駆使し，しかもそれらを地球・産業システムの中で適正に組
み合せ，ときには選択利用するトータル・エンジニアリングの優れたセンスをも持ち併せるスー
パーマンとなることが期待されているといえよう。
　スーパーマンの登場を容易に期待はできないなかで，環境技術者にとって重要なのは，環境革命
の契機ともなっている“価値観の転換”ではないだろうか。脳みその革命である。例えば，従来の
下水処理技術開発では，いかに水をきれいにするか，その際に廃棄物となってしまう余剰汚泥の発
生をどう最小限にとどめるか，といった環境負荷低減が主眼となってきたが，下水処理場を BOD
という化学エネルギーが運搬され集約されるエネルギーステーションであるという視点から捉え直
せば話は変わる。少々水質を犠牲にしようが，BODをバイオマスである余剰汚泥に高い収率で転
換すること，生じた汚泥を高効率でエネルギー化することが主目的となり，従来とは全く異なる技
術が組み込まれた，新しいデザインの下水処理場ができあがる。もちろん，水質保全や汚泥の最終
処分について無視することはできないため，最終的には従来の視点を交えた再検討が必要ではあろ
うが，常識という制約をはずした発想で技術を考え直す契機になり，画期的な環境技術・システム
が生まれるかもしれない。
　環境技術者の脳みその革命の積み重ねで，環境革命が現実のものになることを期待している。

　　　大阪大学大学院 工学研究科
　　　環境・エネルギー工学専攻 教授
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ま え が き
　2009年６月29日に東京理科大学 基礎工学部 材料
工学科の安盛教授を播磨製作所にお迎えし，当社の
グラスライニング機器における今後を見越した高機
能性ガラスの開発という観点でご講演頂いた。安盛
教授は無機マテリアル学会の評議員，（社）日本セ
ラミックス協会情報委員会の副委員長，（社）ニュー
ガラスフォーラムニューガラス大学院委員会委員等
を務められ，ガラスの研究においてご活躍されてお
られる。本稿はガラスの光，分相，結晶化現象に着
目した様々な機能性珪酸塩ガラスの先端技術につい
てご講演頂いた内容の抄録である。

1.　ガラスの分相現象
　ガラスの分相とは，単一相のガラスが複数の相に
分離する現象のことである。複数成分からなるガラ
スが均一な液相として存在している場合に，温度の
低下にともない，単一相状態よりも２相の混合物状
態の方が自由エネルギーが低くなる領域が存在す
る。このような領域におかれたガラス融液は，２相
にわかれた方が熱力学的に安定な状態となるため分
離する。
1. 1　ガラスの分相機構
　図１に２成分ガラスの相平衡図を示す。ここで赤
線はガラスが不混和となる領域の境界線を表してい

講演会抄録
機能性ケイ酸塩ガラスの製作
―光・分相・結晶化をキーワードとして―

“Production of Functional Silicate Glasses”
―Keywords are Optics, Phase Separation and Crystallization of Glass―

安盛敦雄＊

Atsuo Yasumori
香川博行＊＊

Hiroyuki Kagawa
多田篤志＊＊＊
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This is an abstract of the lecture by Prof. A. Yasumori in June 29, 2009 at Harima Plant. He is the professor 
of, Department of Materials Science and Technology, Faculty of Industrial Science and Technology, Tokyo 
University of Science and has rendered many distinguished services in the field of research of glasses. 
Point of view of his lecture was ; Development of functional glasses looking ahead to our glass lining equip-
ments. Contents of his lecture were ; Introduction of various functional silicate glasses by using a phase 
separation and crystallization and so on.

図１　２成分ガラスの相平衡図と分相機構
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る。破線は，自由エネルギー曲線の変曲点の軌跡を
表し，スピノーダルと呼ばれる。不混和領域は，液
相線よりも上まで伸びて存在する場合と液相線より
も下に存在する場合がある。図１は後者であり，こ
のように液相線よりも下に存在する場合を準安定不
混和領域と呼ぶ。
　分相現象はガラスが不混和領域に置かれたときに
発生するが，不混和領域内の赤線と破線で囲まれた
領域では，まず核が発生しそれが成長する核生成―
成長機構によって分相する。一方，スピノーダル
（破線）の内側では，ガラス融液は熱力学的に不安
定となり，核生成をともなうことなく分相（スピノ
ーダル分解機構）する。図１に示すように，核生成
―成長機構では，絡み合いのない球形粒子状に相が
分相し，スピノーダル分解機構では，絡み合いの程

度が高い非球形状に相が分相する傾向を
示す。
1. 2　分相をもちいて作られるガラス
　分相現象は，実用化されているガラス
の生産にも利用されており，Corning社よ
り製品化されている代表的な分相ガラス
を図２に示す。
　Pyrexガラスは，核生成―成長機構によ
る分相を利用したガラスであり，Na2O-
B2O3 がリッチな相が核として分相し，そ
の周辺が SiO2 リッチな相となるため，化
学耐久性に優れたグラスとなる。
　Vycorガラスは，スピノーダル分解機構
による分相を利用したガラスであり，分
相によって生じた Na2O-B2O3がリッチな相
を塩酸により選択的に溶解させることで，
SiO2 がリッチな多孔質ガラスが残る。え

られた多孔質ガラスは，フィルタや触媒担体として
使用されているほか，焼結して96 %SiO2 のガラス
としても使用されている。
2.　安定不混和を利用した機能性材料の製作
　図３に示すように，不混和領域が液相線よりも上
に存在する場合，その領域を安定不混和領域と呼
ぶ。安定不混和領域での分相ならびに，分相組織の
結晶化を利用することで，新たな機能性グラスを製
作することが可能となる。以下にその例を紹介する。
2. 1　延伸操作による分相組織の変化
　安定不混和融液の状態で分相したガラスに，冷却
過程において延伸，圧縮の操作をおこなうことによ
り，分相組織の形状，大きさを変形させることが可
能である。
　例として図４にスピノーダル分解により分相した

図２　分相現象をもちいた実用ガラス例

図３　安定不混和領域が存在する相平衡図

図４　延伸操作による分相組織の変形
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組織を延伸した場合の変形例を示す。この技術を利
用することにより，ガラス中に非等方性を導入する
ことができ，分相機構による組織の制御に加えて，
マイクロメートルオーダーで材料制御をおこなうこ
とが可能となる。
2. 2　ポリスケールテクノロジーによる高機能性材

料の創製
　高機能性の材料には，性能を発揮するための鍵と
なる原子（キーアトム）があり，キーアトムを効率
的に形成させることが，高機能性材料の製作にとっ
て重要となる。たとえば図５に示すように，材料を
分相させ，さらに相組織を選択的に結晶化させるこ
とで分相組織内にキーアトムの結晶を形成するとい
うように，ミクロな状態からマクロな状態まで材料
の形成を制御する（ポリスケールテクノロジー）こ
とで，より高度な機能性材料を製作することができ
る。

　以下にポリスケールテクノロジーを適用して製作
した機能性材料の例を示す。
2. 2. 1　光多重散乱をもちいた発光材料
　発光材料であるユーロピウム（Eu）をドープし
た CaO-Al2O3-SiO2 系ガラスを，分相組織の大きさ
を制御しながらスピノーダル分解で相分離させ，そ
の分相組織内に Euを発光因子として結晶化させる
ことにより，高輝度の発光材料を製作することがで
きる。本材料に励起光を照射すると，図６に示すよ
うに連続した分相組織による光導波効果と光多重光
散乱の作用によって，発光強度が増大する。
　また図７に示すように，Al2O3 添加量の調整によ
って，分相組織の大きさと形状を制御することが可
能であり，相組織を制御することで発光強度を変化
させることが可能である。

図５　ポリスケールテクノロジーによる
　　機能性材料の製作例

図７　Al2O3 添加量による Eu3+イオンの発光強度の変化

図６　光多重散乱をもちいた発光材料
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　この発光材料は，白色 LED用や FPD
用の高輝度蛍光体としての利用が期待
される。
2. 2. 2　分相を利用した光触媒材料
　紫外光の照射により有機汚染物質等
の分解が可能なアナターゼ相チタニア
（TiO2）は，触媒活性が高く，化学的に
も安定で無害無毒であるため，もっと
も実用化されている光触媒であるが，
大きな反応面積をえるために，ナノメ
ートルサイズの微粒子で利用しようと
するとハンドリングが難しく，製造プ
ロセスも複雑であることから，比較的
高価な材料である。
　この問題は，分相，結晶化現象を利
用することにより，解決することが可
能である。図８に示すように SiO2-TiO2 
の均一融液を安定不混和領域で分相さ
せ，冷却過程でアナターゼ TiO2 相を結
晶化させる。この段階では，SiO2 リッ
チなガラス相中に TiO2 結晶相が存在し
ているが，苛性ソーダ等でエッチング
することで，SiO2 ガラス相が選択的に
エッチングされ TiO2 結晶相が表面に露
出する。
　このようにして製作した材料は，図
９に示すように，ナノメートルサイズ
の TiO2 粒子が SiO2 のバインダーによ
って繋がれて，マイクロメートル以上
の大きなサイズの粒子となっているた
め，ハンドリングが容易となる。図10
に示すように，エタノール水溶液から
の水素発生量から本材料と市販の光触
媒の触媒活性の度合いを評価した結果，
本材料は大粒子でありながら，表面に
存在する微粒子の TiO2 相によって大き
な反応面積をえられるため，市販のチ
タニアと比較して高い光触媒活性を有
していることがわかる。また原料は，
熱処理プロセスでいったん均一融液と
なるまで溶解されることから，汎用品
であるルチル相チタニアや珪砂を原料としてもちいる
ことができ，製造コストについても低減が可能である。
　このようにポリスケールテクノロジーを利用する
ことにより，市販されている光触媒材料が抱える問
題点を解決した材料を製作することが可能である。

3.　光をキーワードとした新たな機能性材料
　以下には光の利用をキーワードとした新たな高機
能性材料の製作に関して紹介する。
3. 1　光触媒と吸着剤の複合化
　前章で取上げた光触媒のさらなる高機能化を図る

図８　分相を利用した TiO2-SiO2 系光触媒材料の製造プロセス 

図９　分相を利用した TiO2-SiO2 系光触媒材料の製作例

図10　分相を利用した TiO2-SiO2 系光触媒材料の触媒活性
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ために，光触媒と吸着材の複合化を試みた。光触媒
を吸着材と複合化することにより，希薄な汚染物質
が捕集可能となり，さらに紫外光が照射されない夜
間においても，汚染物の除去が可能となる。
　図11に示すように，Cガラス（硼珪酸ガラス）
製のガラスクロスにチタニアをコートし，さらにガ
ラスクロス繊維の表面に吸着材としてゼオライトを
担持させ，チタニア―ゼオライトの複合材料を製作
した。ゼオライトは，結晶中に微細孔を有するアル
ミノ珪酸塩のことであり，微細孔内に水や揮発性有
機汚染物質等を吸着可能な吸着材である。
　チタニア―ゼオライト複合材料とチタニアコート
のみの試料を２―プロパノール環境下に置き，紫外
光照射後の２―プロパノールと反応生成物であるア
セトンと二酸化炭素の濃度の時間変化を図12に示

す。チタニア―ゼオライト複合材料では，表面に露
出していた光触媒の一部がゼオライトで覆われるこ
とにより，光触媒による汚染物質の分解能が低下す
ることが懸念されたが，チタニア―ゼオライト複合
材料の方が短時間で２―プロパノール濃度が低下し
た。
　２―プロパノールは，光触媒による分解反応の過
程で，中間反応物としてアセトンとなり，さらに二
酸化炭素に分解されるが，複合材料の方が中間反応
物のアセトン発生量が少ないにも関わらず，分解後
に発生する二酸化炭素の濃度は早く増加する結果と
なった。
　これは，複合材料の場合，２―プロパノールがゼ
オライトに吸着され，その状態で光触媒により分解
されるためと考えられる。いったんゼオライトに吸
着されることで除去効率が向上し，チタニアと２プ
ロパノールの接触機会が増加することにより，分解
効率も向上したと考えられる。複合材料では，分解
過程で発生したアセトンもゼオライトに吸着され，
一部は未吸着，または放出されるために，チタニア
コートのみのサンプルよりも発生量が少なくなった
ものと考える。（図13参照）
　このように，光触媒と吸着材を複合化させること
により，汚染物質を高効率で除去可能な高機能性の

図13　光触媒―吸着材複合体の汚染物質分解モデル

図12　光触媒―吸着材複合体の汚染物質分解能

図11　光触媒―吸着材複合体の製作例
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材料をえることが可能となる。
3. 2　高強度な光形態形成反応制御材料の製作
3. 2. 1　光形態形成反応とその現状
　現在，農作物生産の現場では，植物成長ホルモン
や照射光の波長分布により植物成長の制御が検討さ
れている。光の波長に対する植物の応答を利用し
て，成長や分化などの形態を制御する技術を光形態
形成と呼び，照射される光の波長によって，植物の
成長促進，抑制が可能である。一例を挙げると，光
受容体の一種であるフィトクロムの反応が成長に影
響する植物では，660 nmの赤色光を照射した場合
に成長は抑制され，730 nmの遠赤色光を照射した場
合には成長が促進されることが知られている。
　植物工場等においては，LED等の人工光源によ
り，所望の波長の光を照射し植物の成長制御を実施
しているが，ランニングコストが問題であり，太陽
光をもちいた成長制御が望まれている。太陽光を利
用する場合，所望の波長をえるために色素着色高分
子フィルムがフィルタとして使用されている。高分
子フィルムは，低コストかつ波長の選択透過性も良
好であるが，長期の耐候性や機械的強度が劣り，多

量の廃棄物が出ることが問題となっているため，高
強度で優れた耐候性を備えた材料の開発が求められ
ている。
3. 2. 2　風冷強化ガラスを利用した光形態形成材料

の製作
　太陽光を利用した光形態形成反応材料の問題を解
決可能な材料として，着色ガラスの適用を試みた。
図14に示すように，着色板ガラスを生産するため
に新たな製造ラインを整備すると高コストとなるた
め，従来の板ガラスの表面に着色ガラスをコーティ
ングすることで，光形態形成反応制御用の着色ガラ
スの生産を検討した。また，機械的強度を増すため
に，着色ガラスフリットを施工した板ガラスを650
～750 ℃，1 ～ 2 minで熱処理した後急冷し，ガラ
ス表面に圧縮応力を発生させて強化する風冷強化処
理を施し強化ガラスとする。
　ここで着色コーティング層は，風冷強化の熱処理
中に融着させるため，低い軟化温度かつ板ガラスと
同じ熱膨張係数のガラスである必要がある。さらに
光形態形成反応を制御するために，光波長の選択透
過能を付与する必要があり，表１に示すような可視

図14　着色コーティング板ガラスの製造プロセスモデル

表１　可視光域に吸収端を持つ遷移金属

金属 電荷数 配位数 吸収中心波長（nm）

Co Co2+ 6 520

Co2+ 4 600～700

Cu Cu2+ 6 750～800

Ti Ti3+ 6 550

Fe Fe2+ ≒1 000

Fe3+ 4 430
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光域波長を吸収する遷移金属を添加しなければなら
ない。遷移金属の添加例として，Co2+をドープし
たガラスとその可視光域波長の透過率を図15に示
す。図15より，成長を抑制する660 nmの波長を含
む500～700 nmの波長の光が吸収されるため，成長
促進を促す光が選択透過可能となることがわかる。
　また成長促進制御に本ガラスをもちいるために
は，現在使用されている高分子フィルムと同等の A
値と PPF透過率を有している必要がある。A値と
は光の赤色の度合いを示し，PPF透過率とは光合成
有効光量子束（Photosynthetic Photon Flux）のこと
である。光合成は葉緑素に入射する光量子の数によ
って左右されるため，有効波長の光を照射した場合
の，単位面積あたりの光量子の透過数を示す PPF
透過率を考慮することが重要である。現在，Co2+

のドープ量とコーティング厚みが A値と PPF透過
率に及ぼす影響を調査しており，Co3O4ドープ量を
0.6 mass%，コーティング層厚みを0.3 mmとした場
合に，高分子フィルムと同等の A値と PPF透過率
がえられ，成長促進を促す光の照射が実現できる可
能性がある。
　このように，板ガラス上に着色ガラスコーティン
グを施し，風冷強化処理を施すことにより，高強度
で優れた耐候性を備えた光形態形成反応制御材料を
えることが可能となる。

む　す　び
　分相現象，結晶化現象を利用したポリスケールテ
クノロジーを始めとして，様々な高機能性珪酸塩グ
ラスの製作例の一端を紹介した。今回紹介した機能
性ガラスをグラスライニングへ直接適用することは
難しいが，ポリスケールテクノロジーやその他の方
法を利用して新しいライニング用ガラスを開発し，
製作することは可能であると考える。
　今回紹介した技術や機能性材料を参考または利用
して，新たな機能を備えたライニング用ガラスのア
イデアが産まれ，開発，製品化されることを切に願
う。

図15　Co2+ドープガラスの製作例と可視光吸収特性

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
＊東京理科大学 基礎工学部・材料工学科 教授　＊＊プロセス機器事業部 生産部 製造室　＊＊＊商品市場・技術開発センター プロセス技術開発部 新規プロセス室
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水素化脱塩素精製法（HDR プロセス）による微量 PCB 汚染
絶縁油処理
Treatment of Insulating Oil Containing Very Small Amounts of PCBs by Hydro 
Dechlorination and Refining (HDR) Process
―絶縁油再生リサイクルプロセスの実証―

　水素化脱塩素精製法（HDR プロセス）は，水素とスカベンジャー（生成する塩の捕捉剤）によ
る触媒脱塩素化に基づく技術である。2009年５月，オーストラリアのヤング市にある20 m3/d 商用
施設において，微量 PCB 汚染絶縁油処理の実証試験をおこなった。処理油，排ガスおよび廃アル
カリ中の PCB およびダイオキシン類は，日本の基準値を充分に下回った。試験前，試験中，試験
後における環境大気および作業環境中の PCB，ダイオキシン類についても日本の基準値を満足し
た。HDR プロセスは効果的かつ安全な PCB 分解処理システムであることが確認された。

Hydro Dechlorination and Refining (HDR) process is based on catalytic dechlorination with hydrogen 
and scavenger. In May 2009, the verification tests of insulating oil containing very small amount of PCBs 
were executed at 20 m3/d commercial plant at the Young site in Australia. Test results showed that the 
content of PCBs and dioxins in product oil, flue gas and waste alkali were substantially less than the Jap-
anese regulations.  Before, during, and after the tests, PCBs and dioxins in atmospheric environment and 
working environment were also sufficiently less  than the Japanese regulations. Consequently it is con-
firmed that HDR process is an effective and safe treatment system for low concentration PCBs destruction 
in insulating oil.

 PCB（ポリ塩化ビフェニル） Polychlorinated Biphenyl
 水　　　素　　　化 Hydration
 脱　  塩　  素　  化 Dechlorination
 触　　　　　　　媒 Catalyst

【セールスポイント】
　微量 PCB 汚染油をバージングレードと同等のクリーンな絶縁油に再生し，3R の推進，CO2 削
減および化学物質リスクの低減に貢献する低コスト・低環境負荷なプロセスである。

Key Words：

小倉正裕＊

Masahiro Ogura
　箕輪　元＊＊

Hajime Minowa
　　大開健司＊＊＊

Kenji Ohiraki
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ま え が き
　PCB（Polychlorinated Biphenyl）は化学的に安定
で金属腐食性が無く，耐熱性，電気絶縁性に優れる
ことから，トランス，コンデンサ等の絶縁油，熱媒
などに使用されてきたが，その毒性が明らかとな
り，適正処理が求められている。1）日本国内では，
大量保管者である各電力会社等による自社処理およ
び日本環境安全事業株式会社（JESCO）による国内
５箇所（北九州，豊田，東京，大阪，北海道）での
広域処理がおこなわれている。2）

　しかし，2002年に日本電機工業会の調査で，PCB
を使用していないはずの電気機器等に非意図的に微
量の PCB が混入したものがあることが新たに判明
した。その量は，トランス等約120万台，OF ケー
ブル約1 400 km と推計されている。3）環境省は，
2006年３月から2009年３月にかけて国内９施設にお
いて，高温焼却法による微量 PCB 汚染廃棄物の処
理試験を実施しており4），2009年11月に「廃棄物の
処理及び清掃に関する法律」施行規則の一部を改正
し，環境省の個別認定による焼却処理を認めること
とした。5）しかし，微量 PCB 汚染物の量は上述の
とおり非常に多く，汚染容器の処理を含めた処理体
制の整備が課題となっている。
　本報では，これら微量 PCB 汚染油の処理技術と
して，水素化脱塩素精製法（Hydro Dechlorination 
and Refining Process, HDR プロセス）による PCB 無
害化および劣化絶縁油の再生を検討した結果を報告
する。HDR 法では，PCB の無害化のみならず，新
油と同等の性状を有するクリーンな絶縁油に再生す
ることが可能であり，3R の推進，温室効果ガスの
削減および化学物質リスクの低減に大きく貢献する

ことが期待される。
1.　HDR 法の概要
1. 1　無害化の基本原理
　本法の基本原理は，触媒存在下で PCB 汚染絶縁
油に水素ガス，スカベンジャーを加え，約300～320 
℃，約3.4 MPa で脱塩素化分解する無害化処理方法
である。図１に示すように，主な反応生成物は，ビ
フェニルおよびスカベンジャー塩（塩化アンモニウ
ム等）である。
　反応時には，絶縁油中に含まれる窒素や硫黄は，
アンモニアや硫化水素に転換される。また，油の経
年劣化による酸化物も水素化され，酸素は水とな
る。この水素化生成油を洗浄水および苛性ソーダで
洗浄することにより，新油と同等のクリーンな油に
再生することができる。また，触媒存在下での水素
による脱塩素化反応であり，ダイオキシン類等の副
生成がない。
1. 2　技術の特長
　本技術は，CSIRO（Common Scientifi c and Indus-CSIRO（Common Scientifi c and Indus-（Common Scientifi c and Indus-Common Scientific and Indus-
trial Research Organisation, オーストラリア科学産業
研究機構）と Transgrid（ニューサウスウェールズ

（以下，NSW）州政府が経営する送電会社）が，ナ
フサ水素化反応技術を応用して開発した技術であり，
オーストラリアおよびアメリカ合衆国において，
Hydrodec 社が経営する PCB 含有絶縁油のリサイクル
プラントとして実用化され，商用稼働している。処
理実績を表１に示す。オーストラリアでは2006年より
20 m3/d 設備の商用運転を開始し，SUPERfineTM とい
う商品名で再生絶縁油を販売している。新油と同等
の品質であることから，バージンオイルと同程度の価
格帯で販売されている。アメリカ合衆国オハイオ州

表１　海外における HDR 法の処理実績

実施場所 PCB 濃度 設備規模 処理実績

オーストラリア
NSW 州ヤング

2～50mg/kg
（PCB 汚染物40 %） 20 m3/d

2006年運転開始
2008年実績3 900 m3/ 年

アメリカ合衆国
オハイオ州カントン

2～5 mg/kg
（全て非 PCB 汚染物） 80 m3/d

2008年10月開始
2009年後半，稼働率100 % に上昇

図１　PCB の水素化脱塩素反応
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カントン市の80 m3/d 商用施設の全景およびオースト
ラリア NSW 州ヤング市の20 m3/d 商用施設の外観を
写真１，２に示す。アメリカ合衆国での評価は高く，
ミシシッピ州に120 m3/d の施設を建設中である。
　プロセスの主な特長は以下のとおりである。
①安全性
　PCB，ダイオキシン類を水素化反応により無害化
でき，原理的にダイオキシン類等の有機塩素化合物
の副生成がない。
②経済性
　絶縁油の経年劣化による生成物を除去し，バージ
ングレードと同等の性状に再生できる。微量 PCB
汚染物処理にともなう新油購入および汚染洗浄油の
焼却処理費用と比較し，非常に安価である。
③ CO2 削減
　再生油をリサイクル使用することにより，焼却処
理と比較して，絶縁油１ton あたり3.7 ton の CO2 排
出量が削減される。

④絶縁油の安定確保
　微量 PCB 汚染容器の洗浄処理にともなう洗浄用
油の需要増加により，絶縁油の不足が予想されてい
るが，本技術を採用することにより，安定供給が可
能となる。
　HDR 法は，PCB 濃度5 000 mg/kg まで処理可能で
あることが確認されている。日本国内における商用
プラントでは，PCB 濃度100 mg/kg 以下の汚染油お
よび非汚染の劣化絶縁油を無害化・再生処理するこ
とを想定している。
2.　設備の概要および安全対策
2. 1　設備の概要
　処理プロセスのフローを図２に示す。PCB を含
んだ使用済み絶縁油（汚染油）を受入槽に搬入し，
PCB 濃度を確認後，油供給槽に貯留する。油供給
槽の汚染油を約3.4 MPa でプロセスラインに供給
し，熱交換器で予熱後の汚染油に水素ガスおよびス
カベンジャーを添加・混合した後，電気ヒータで約
300～320 ℃に昇温し，反応塔に供給し，水素化触
媒の存在下，水素化反応により PCB を脱塩素無害
化する。
　脱塩素化反応後の油は，熱交換器で冷却し，減圧
して低圧セパレータに送液し気液分離した後，苛性
ソーダ槽を通過させ処理油をえる。処理油は確認槽
に入れ PCB 分析確認後に処理油槽に保管する。脱
塩素化により生成したスカベンジャー塩はクエンチ
水により水相に移行させる。水相は，水処理しクエ
ンチ水に循環利用，もしくは PCB 卒業判定（PCB
含有濃度が所定の基準を下回るかどうか判定するこ
と）後に廃アルカリとして産廃処分する。反応塔か
ら排出される余剰の水素ガスは，反応塔の入側に送
り，循環再利用する。リサイクルガスの一部は間欠
的にパージし，スクラバー処理，触媒酸化処理をお
こない無害化した後，放出する。
2. 2　安 全 対 策
　設備には，温度・圧力・流量等の諸条件を自動制
御し，中央制御室にて24時間監視し，安全に連続運
転をおこなう。本設備では水素を取扱うため，計装
機器は防爆仕様である。エリア数カ所に設置した水
素検知器により水素漏洩を検知した場合，あるいは
プロセス異常時，プラントは安全に停止するインタ
ーロックを備える。また火災に備え，防消火設備を
完備する。
　環境汚染防止対策として，プラント床面には浸透
防止処理を施すとともに，ユニットごとに防液堤を
設け，万一の場合でも，油などの流出を防止する。

写真１　80 m3/d 商用施設
　　　　（米国オハイオ州カントン市）

写真２　20 m3/d 商用施設
　　　　（オーストラリア NSW 州ヤング市）
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パージされるプロセスガスは，触媒酸化処理をおこ
ない有害物質および悪臭成分の発生はない。騒音・
振動の発生源となるコンプレッサー等の機器は，通
常の振動吸収材等により抑制できる。
3.　実 験 方 法
　オーストラリア NSW 州ヤング市の20 m3/d 商用
施設を使用し，微量 PCB 汚染油の無害化実証試験
を実施した。
　処理対象の PCB 汚染油として，PCB 濃度約70 
mg/kg の汚染油40 m3を使用した。処理対象油を20 
m3/d（14 L/min）で処理設備に供給し，処理温度
300 ℃，処理圧力3.5 MPa で24時間の連続処理を２
回実施し，処理油，排ガスおよび廃アルカリをサン
プリングし，日本の公定法による分析をおこない，
処理性能が日本基準に適合することを調査確認し
た。また，実験前・中・後におけるプラントエリア
内７箇所での作業環境測定および敷地境界４箇所で
の環境大気測定を実施し，環境影響を調査した。

４．実 験 結 果
4. 1　運転時の温度および圧力推移
　実験条件および結果を表２に示す。触媒反応塔の
温度および圧力は，図３に示すように，終始安定し
て制御された。２度の24時間連続運転を通して，装
置の異常停止やその他のトラブルは見られなかっ
た。
4. 2　処　理　油
　油中の PCB 濃度は，HRGC/HRMS 法による分析
で，汚染油では66－73 mg/kg であったのに対し，
処 理 油 で は0.0052－0.015 mg/kg と な り， 日 本 の
PCB 卒業基準値0.5 mg/kg の30分の１以下であった。
　ダイオキシン類は，汚染油では29－31 pg-TEQ/g
であったが，処理油では0－0.0078 pg-TEQ/g となり，
充分に分解された。
　GC/MS 法による処理油の定性分析の結果，PCB
の脱塩素化生成物と考えられるビフェニル類が検出
されたが，有害なベンゼン類は検出されなかった。

図２　処理プロセスの模式フロー
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4. 3　排ガス，廃アルカリ
　排ガス中の PCB 濃度は，0.000014－0.000017 mg/
m3

N となり，排出基準値0.10 mg/m3
N を充分に満足

した。ダイオキシン類濃度は，0.000019－0.000022 
ng-TEQ/m3

N となり，排出基準値0.1 ng-TEQ/m3
N を

充分にクリアした。硫黄酸化物は６ppm 未満，窒
素酸化物は17－18 ppm，硫化水素は５ppm 未満，
ベンゼンは0.3 ppm 未満，塩素は２ppm 未満，塩化
水素は８－９mg/m3

N となり，充分に低い値である
ことを確認した。

　廃アルカリ中の PCB 濃度は，定量下限値（0.003 
mg/L）未満となり，基準値0.03 mg/L を満足した。ダ
イオキシン類は，0.000000065－0.00000025 pg-TEQ/L
となり，基準値100 pg-TEQ/L を満たした。廃アルカ
リは，産廃処分あるいは浄化し系内で再利用すること
が可能である。
4. 4　作業環境
　プラントエリアの作業環境測定結果を表３に示
す。PCB 濃度は，実験前・中・後を通し，全ての
箇所で0.001mg/m3未満となり，管理濃度0.01 mg/m3

表２　試験条件および結果

項　　　　　　　目 単　位 試験条件／分析結果 基準値／目標値

試 験 条 件

試料供給速度 L/min 14 －
試料供給時間 時間 　　　　　 24（２回実施） －
試料供給総量 L 40 003 －
処理温度 ℃ 300 －
処理圧力 MPa 3.5 －

汚　染　油
PCBs mg/kg 66－73 －
ダイオキシン類 ng-TEQ/g 0.029－0.031 －

処　理　油
PCBs mg/kg 0.0052－0.015 0.5
ダイオキシン類 ng-TEQ/g 0－0.0000078 －

廃アルカリ
PCBs mg/L ＜0.003 0.03
ダイオキシン類 pg-TEQ/L 0.000000065－0.00000025 100

排　ガ　ス

PCBs（酸素12 % 換算） mg/m3
N 0.000014－0.000017 0.10

ダイオキシン類（酸素12 % 換算） ng-TEQ/m3
N 0.000019－0.000022 0.1

硫黄酸化物（酸素12 % 換算） ppm ＜6 300－5 000
窒素酸化物（酸素12 % 換算） ppm 17－18 60－400
ベンゼン（酸素12 % 換算） ppm ＜0.30 50－600
塩素（酸素12 % 換算） mg/m3

N ＜2 30
塩化水素（酸素12 % 換算） mg/m3

N 8－9 80
硫化水素 ppm ＜5 10

図３　連続処理試験時の運転状況（Run1）
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よりも低く，第１管理区域であった。ダイオキシン
類濃度についても，実験前・中・後において0.25－
0.27 pg-TEQ/m3となり，管理濃度2.5 pg-TEQ/m3より
も低く，適正であった。
　敷地境界４箇所での環境大気測定結果を表４に示
す。PCB 濃度は，0.00018－0.0081 μg/m3となり，基
準値0.5 μg/m3を満足した。ダイオキシン類濃度は，
0.0026－0.012 pg-TEQ/m3となり，基準値0.6 pg-TEQ/
m3を満たした。PCB，ダイオキシン類ともに実験
前・中・後で増加は無いことを確認した。
む　す　び
　本水素化脱塩素精製法（HDR プロセス）により
商用規模の微量 PCB 汚染油処理実証試験を実施し，
以下の結果をえた。
① 66－73 mg/kg の微量 PCB 汚染油を処理量20 m3/d，

温度300 ℃，圧力3.5 MPa で24連続処理し，処理
油の PCB 濃度0.0052－0.015 mg/kg がえられ，日
本の基準値を満足することを確認した。

② 排ガスは PCB 濃度0.000014－0.000017 mg/m3
N，ダ

イオキシン類濃度0.000019－0.000022 ng-TEQ/m3
N で

あり，廃アルカリは PCB 濃度0.003 mg/L 未満，ダイ
オキシン類は，0.000000065－0.00000025 pg-TEQ/L
となり，ともに基準値を充分に満足した。

③ 処理油および排ガス中に有害なベンゼン類は検出
されなかった。

④ 作業環境では，PCB 濃度0.001 mg/m3未満，ダイ

オキシン類濃度0.25－0.27 pg-TEQ/m3であり，基
準値を充分に満足した。

　なお本プロセスは，2009年12月に「PCB 等処理
技術調査検討委員会」（環境省）による技術評価を
終了している。
　微量 PCB 汚染油および汚染容器の処理は焼却に
よる処理が検討されているが，本プロセスを使用し
た容器洗浄および汚染油再生処理の仕組みを構築す
ることにより，より少ない環境負荷，低コストで，
化学物質リスクの低減を推進していくことが期待さ
れる。
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表４　敷地境界４箇所での環境大気測定結果

単　位 実験前 実験中 実験後 基準値

PCB μg/m3 0.00036－0.0081 0.00018－0.0077 0.00024－0.0060 0.5
ダイオキシン類 pg-TEQ/m3 0.0081－0.012 0.0072－0.012 0.0067－0.011 0.6

表３　プラントエリア内の作業環境測定結果

項　　　　目 単　位 試験前 試験中 試験後 管理濃度

PCB

A 測 定 mg/m3 ＜0.001
（７箇所）

＜0.001
（７箇所）

＜0.001
（７箇所）

0.01 mg/m3

B 測 定 mg/m3 ＜0.001 ＜0.001 ＜0.001

管理区域 － 1 1 1

ダイオキシン類
測 定 値 pg-TEQ/m3 0.25 0.25－0.27 0.25

2.5 pg-TEQ/m3

評　　価 － 適 適 適
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北九州 PCB 廃棄物処理施設向け PCB 汚染物等処理設備
―プラズマ溶融分解技術による PCB 汚染物処理技術の実用化―
PCB-Contaminated Waste Treatment System for Kitakyushu PCB Treatment Facility
―Commercialization of PCB-Contaminated Wastes Treatment System Using Plasma Melting 
Technology―

　プラズマ溶融分解技術による PCB汚染物等処理設備を，世界で初めて実用化したのでここに紹
介する。PCB汚染物等とは，安定器，ウエス，汚泥，感圧紙など PCBに汚染された諸種の固体廃
棄物の総称であり，その性状の多様さのために，従来技術では処理困難とされてきたものである。
本技術は，１t/d規模の実証試験設備において，４年間に渡って延べ約700時間の実証溶融運転をお
こない，そのデータを基に約５倍のスケールアップをおこなって実用化したものである。実機の詳
細設計においては，所定の溶融処理速度，排気処理性能を満足することに加えて，様々な性状の
PCB汚染物等が処理対象となることを想定し，処理が安全かつ安定した操業となるように，プロ
セス・設備の両面から設計検討を実施した。試運転においては，所定の環境性能を満たしているこ
とを確認し，実用運転を開始した。
　また，本設備に隣接して，同能力のプラズマ溶融炉設備を２系列目として建設工事が進行中であ
る。

A plasma melting system, which is the world’s first commercial plasma application on PCB-contaminated 
wastes treatment, is completed and started operation. PCB-contaminated wastes mean a category of vari-
ous solid wastes containing PCB, such as fluorescent lamp ballasts, waste clothes, sludge and carbonless 
copy paper. They cannot be treated by conventional PCB treatment methods because of diversity of their 
characteristics, such as water content, metal content, etc. The authors have treated PCB-contaminated 
wastes in plasma melting demonstration plant with a capacity of 1 ton/day for about 700 hours in four 
years. Based on those operating data, the first commercial plant was designed through scaling up by ap-
proximately five times. At the detailed engineering stage, not only melting performance but also environ-
mental protection through exhaust gas treatment was considered thoroughly. Moreover, to realize safe and 
stable operation, both process parameters and equipment specifications are carefully designed. The system 
proved to satisfy required environmental performance through commissioning operation. The second plas-
ma melting system, having same capacity to the first line, is under construction adjacent to the existing 
one.

 PCB  Polychlorinated Biphenyl
 運　転　廃　棄　物  Operation waste
 P C B  汚  染  物  等   PCB contaminated wastes
 プラズマ溶融分解技術 Plasma melting technology
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Yoshiaki SHIMIZU
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ま え が き
　PCB（Polychlorinated Biphenyl：ポリ塩化ビフェ
ニル）は，熱分解しにくいなどの高い化学的安定性
と電気絶縁性を有することから，1970年代半ばま
で，トランスやコンデンサなどの電気機器の絶縁
油，熱交換器の熱媒，ノンカーボン紙，潤滑油，可
塑剤，塗料などに使用されてきた。しかし，その有
害性が明らかになり製造・使用が禁止され，2001年
に制定された「PCB特別措置法」により分解処理
することが定められた。
　同法に基づき，環境省の主導のもと，日本環境安
全事業株式会社による PCBの拠点的広域処理施設
が，豊田事業所・北海道事業所を含め日本全国で５
ヶ所設置され，PCBの処理が進められている。
　その中で，初めてプラズマ溶融分解技術を取入れ
た処理設備を2009年７月に北九州事業所へ納入し
た。
　本設備は，安定器をはじめ小型トランス・コンデ
ンサ，汚泥，感圧複写紙などの代表的な PCB汚染
物に加えて，運転廃棄物など従来方法では処理が困
難であったものに対しても有効な設備である。
　ここで言う運転廃棄物とは，PCB処理施設の運
転・維持管理にともない発生する PCB汚染物であ
り，作業者が着用するタイベック，ゴム手袋，吸収
缶，ウエスなどのほか，ガスケットなどの交換部
品，および，排気処理にもちいた使用済み活性炭な
どである。
　今回建設した PCB汚染物等処理設備は，運転廃
棄物も処理できる設備であり，事業所内に保管され
ている運転廃棄物の保管スペース削減にも寄与でき
る。
1.　PCB 汚染物等処理設備の概要
1. 1　プロセスの概要
　プラズマ溶融分解設備フローを図１に示す。当該
設備の処理能力は，５t/d（塩基度調整された破砕
コンクリートを基準とした公称能力）としている
が，処理対象物によって処理速度が異なる。プラズ
マ発生源としては，出力1 300 kWのプラズマトー
チ１本を使用している。
　対象処理物として受入れるものは，前述のほか，

分析残渣，分析排水，絶縁油，ブッシング，プラス
ティックコンテナである。
　PCB汚染物は，受入れ時に外観検査をおこなう。
その後，プラズマ前処理設備にて，種類ごとに定め
られた所定の重量ずつ，容器（ドラム缶）に詰替え
をおこなう。これは，PCB汚染物の種類が多種多
様でありプラズマ溶融処理した際，分解速度が一定
でないため排気ガス量が大幅に変動することを抑え
ることを目的におこなっている。また，詰替えをお
こなう際の検査において，ガソリンやガスボンベな
どの危険物など処理してはいけないものが含まれな
いことを確認している。
　詰替えの容器については，対象処理物の種類ごと
に20 Lと27 Ｌのペール缶，100 Ｌと200 Ｌ，350 Ｌ
のドラム缶の容器をもちいる。異なる容量の容器を
もちいることで缶に由来するスラグの発生量を抑え
ている。
　さらに詰替えの際，必要に応じて塩基度調整剤を
封入する。これは，スラグの融点を調整し良好に出
滓するためである。
　詰替えられた PCB汚染物は，200 Ｌドラム缶が
６缶載るパレットに移載する。その際，容器の内容
物がわかるバーコードを張りつける。
　パレットは，基幹物流室にて一旦保管する。溶融
計画に応じてパレットをドラム缶受入れ供給室に自
動で取込み，必要分をドラム缶受入れコンベアに半
自動にて移載する。コンベア上の容器は，１缶ずつ
遠隔自動にて容器ごとプラズマ溶融分解炉へ投入さ
れる。
　投入された PCB汚染物は，電気エネルギにより
発生させた高温のプラズマアーク（15 000 ℃以上）
と溶融スラグ浴（1 400 ℃以上）の相乗効果によっ
て効率よく溶融分解処理される。溶融分解炉の外観
を写真１に，溶融中の分解炉内の状況を写真２に示
す。投入した PCB汚染物が溶融され処理完了した
ことを ITV（工業用テレビカメラ）で確認したのち
に，次の缶を投入する。
　溶融分解処理された PCB汚染物の有機物は，二
酸化炭素，水蒸気，塩化水素に分解され排気処理工
程へ送られる。また，無機物はスラグとして排出さ

【セールスポイント】
　・真空加熱炉など他の設備で処理困難な PCB汚染物の処理対応が可能
　・高い PCB分解率と環境保全性能
　・二次汚染物が発生しない自己完結型の処理方式
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れる。
　排気処理工程は，PCBの確実な分解を図るため
1 200 ℃，２秒以上の滞留ができる恒温チャンバを
通り，熱交換器で熱回収をおこなった後，減温塔で
ダイオキシン類の再合成を防ぐために水噴霧により
急冷し約200 ℃まで温度を下げる。そして，バグフ
ィルタにて消石灰を吹き込み酸性ガスである塩化水
素やいおう酸化物を除去する。その後，触媒反応塔
にてアンモニアガスを吹き込み窒素酸化物を除去す
るとともに，排気中のダイオキシン類を分解する。
さらに，排気中に残留したダイオキシン類は，バグ
フィルタへ粉末活性炭を吹き込むことで吸着除去す
る。
　本設備で触媒反応塔の後段にバグフィルタを設置
しているが，これは，この配置が，触媒反応塔にて
処理されなかったダイオキシン類があった場合，そ
れを除去するために適していることが実証試験で証
明されたためである。さらに，万が一これらの装置
の機能が失われた場合においても PCBの流出を防
ぐために，セーフティネットとして，排気処理設備
の最後段に活性炭吸着塔を設置している。
　このほか，排気中の PCB濃度等は，PCBオンラ
インモニタリング装置，塩化水素，窒素酸化物オン
ライン分析装置により連続監視しており，安全を考
慮し，必要に応じて処理停止のインターロックをと

りいれている。
　溶融スラグは，プラズマ溶融分解炉を傾動させて
スラグ受け容器に出滓する。出滓ごとにスラグサン
プリングをおこない，PCB濃度が規制値以下であ
るか分析をおこなう。この分析を卒業判定（PCB
含有濃度が所定の基準を下回るかどうか判定する 
こと）といい，規制値以下（環告13号溶出試験で
0.003 mg/L未満）を合格としている。合格すれば事
業所からの払出可となる。万が一不合格となれば再
溶融させる。
　スラグ受け容器は，スラグ出滓チャンバ内で冷却
しスラグを凝固させたのち，さらに冷却チャンバに
て冷却される。冷却チャンバに保管されている間に
卒業判定を実施し，合格したスラグは払出保管設備
へ移送され，そこから施設外へ搬出され最終処分す
る。スラグ受け容器に出滓されたスラグを写真３に
示す。

写真１　プラズマ溶融分解炉外観

写真３　出滓スラグ

写真２　溶融中の分解炉内の状況
　　　　（左：炉体側面 ITV　右：炉上面 ITV）
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表１　予備性能試験の外部分析結果

１．排気測定結果

No. 日 付 処 理 物 

排　　　気　　　濃　　　度

備　　考 成分
PCB

mg/m3N

ダイオキシン類

ng-TEQ/m3N

硫黄酸化物

K値

窒　素
酸化物

ppm

塩化
水素
ppm

ばい
じん
g/m3N

排出
基準

0.01
以下

0.1
以下

1
以下

230
以下

250
以下

0.05
以下

1
2
3
4
5
6

４月25日
４月26日
４月26日
４月27日
４月27日
４月28日

安定器（混合）
安定器（単独）
手　袋
防護服
汚　泥
按　分

良
良
良
良
良
良

N.D.
N.D.
N.D.
N.D.
N.D.
N.D.

0（定量下限未満）
―
―

0（定量下限未満）
0（定量下限未満）

―

0（定量下限未満）
0（定量下限未満）
0（定量下限未満）
0（定量下限未満）
0（定量下限未満）
0（定量下限未満）

99
93
89
89
90
93

6
3
7
6
9
4 

0.008
0.006
0.007
0.006
0.005
0.025

酸素濃度17.4 vol％
酸素濃度17.4 vol％
酸素濃度17.7 vol％
酸素濃度17.6 vol％
酸素濃度17.9 vol％
酸素濃度17.1 vol％

※按分：安定器（混合），安定器（単独），汚泥等他

２．処理済物卒業判定結果

No. 日 付 処 理 物 

卒業判定 固　形　物 ス　ラ　グ

備　　考処理済物
PCB（溶出）　mg/L 出滓缶数 PCB（溶出）

No.1固形物 No.2固形物 缶 mg/L
判定基準 0.003以下 0.003以下 ― 0.003以下

1
2
3
4
5
6

４月25日
４月26日
４月26日
４月27日
４月27日
４月28日

安定器（混合）
安定器（単独）
手　袋
防護服
汚　泥
按　分

良
良
良
良
良
良

＜0.0005
＜0.0005
＜0.0005
＜0.0005
＜0.0005
＜0.0005

＜0.0005
＜0.0005
＜0.0005
＜0.0005
＜0.0005
＜0.0005

3
3
1
1
2
2

＜0.0005
＜0.0005
＜0.0005
＜0.0005
＜0.0005
＜0.0005

表２　引渡性能試験の外部分析結果

１．排気測定結果

No. 日 付 処 理 物 

排　　　気　　　濃　　　度

備　　考 成分
PCB

mg/m3N

ダイオキシン類

ng-TEQ/m3N

硫黄酸化物

K値

窒　素
酸化物

ppm

塩化
水素
ppm

ばい
じん
g/m3N

排出
基準

0.01
以下

0.1
以下

1
以下

230
以下

250
以下

0.05
以下

1
2
3
4
5
6

５月９日
５月10日
５月10日
５月11日
５月11日
５月12日

安定器（混合）
安定器（単独）
手　袋
防護服
汚　泥
按　分

良
良
良
良
良
良

N.D.
N.D.
N.D.
N.D.
N.D.
N.D.

0（定量下限未満）
―
―

0（定量下限未満）
0（定量下限未満）

―

0（定量下限未満）
0（定量下限未満）
0（定量下限未満）
0（定量下限未満）
0（定量下限未満）
0（定量下限未満）

 98
 99
 98
100
102
 99

 7
 6
10
 9
 9
12 

0.001未満
0.001未満
0.001未満
0.001未満
0.001未満
0.003

酸素濃度17.3 vol％
酸素濃度17.8 vol％
酸素濃度17.4 vol％
酸素濃度17.2 vol％
酸素濃度17.2 vol％
酸素濃度17.3 vol％

※按分：安定器（混合），安定器（単独），汚泥等他

２．処理済物卒業判定結果

No. 日 付 処 理 物 

卒業判定 固　形　物 ス　ラ　グ

備　　考処理済物
PCB（溶出）　mg/L 出滓缶数 PCB（溶出）

No.1固形物 No.2固形物 缶 mg/L
判定基準 0.003以下 0.003以下 ― 0.003以下

1
2
3
4
5
6

５月９日
５月10日
５月10日
５月11日
５月11日
５月12日

安定器（混合）
安定器（単独）
手　袋
防護服
汚　泥
按　分

良
良
良
良
良
良

＜0.0005
＜0.0005
＜0.0005
＜0.0005
＜0.0005
＜0.0005

＜0.0005
＜0.0005
＜0.0005
＜0.0005
＜0.0005
＜0.0005

2
2
1
1
2
1

＜0.0005
＜0.0005
＜0.0005
＜0.0005
＜0.0005
＜0.0005
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　このほか，バグフィルタで捕集した固形物も卒業
判定合格の確認後，薬剤処理をおこない施設外へ搬
出され最終処分する。
2.　プラズマ溶融分解炉の運転データ
2. 1　非 PCB 汚染物負荷試運転
　2009年１月９日から３月19日の間で，実際の
PCBを含まない模擬汚染物による負荷試運転をお
こない，合計362缶の模擬汚染物を処理した。排気
中の窒素酸化物，硫黄酸化物，塩化水素，ばいじん
等はオンラインモニタリング測定で排出基準値以下
であり，問題ないことを確認した。また，この間の
出滓作業は26回であった。
2. 2　PCB 汚染物負荷試運転
　2009年３月29日より５月15日の間で，実際に
PCBを含む汚染物をもちいて負荷試運転をおこな
い，模擬物と同様に問題なく処理できることを確認
した。この負荷試運転で使用した PCB汚染物の種
類と量および処理実績を以下に示す。
　○小型トランス・コンデンサ　約75 kg
　○安定器　　約13 644 kg
　○廃活性炭　約4 994 kg
　○無機汚泥　約3 434 kg
　○感圧複写紙，ウエス，運転廃棄物，ブッシング
（特殊な形状の絶縁ガイシ），他　2 588 kg
　　合計　約24.7 ton

　５月13日までで，合計906缶の PCB汚染物を処理
し，排気中の PCB，窒素酸化物，硫黄酸化物，塩
化水素，ばいじん等のオンラインモニタリング測定
で基準値以下であり問題ないことを確認した。さら
に，処理済物のスラグ・固化物について卒業判定基
準以下でありこれも問題ないことを確認した。ま
た，この間の出滓は45回であった。
　表１，２に処理試験内容および性能試験における
主な確認項目と結果を示す。分析結果の全ての項目
において所期の環境保全性能を達成していることが
確認できた。
　また，処理性能である処理速度は，想定される
PCB廃棄物の物量の比率に応じた処理物を所定の
時間内に処理できることの確認をおこなった。想定
時間63.3時間に対し，58.1時間であり十分な処理能
力があるといえる結果をえた。
む　す　び
　当社は，日本環境安全事業株式会社 豊田事業所
をはじめ，北海道事業所・北九州事業所に PCB処
理設備を納入している。その中でも北九州事業所
は，PCB処理事業として世界で初めてのプラズマ
溶融分解炉を設置した施設である。この初号機で経
験したノウハウを次回の建設に活かし，更なる改善
をおこない PCB汚染物等の安全・安定な操業に貢
献していきたい。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
＊水処理事業部 技術部　＊＊商品市場・技術開発センター プロセス技術開発部　＊＊＊環境プラント事業部 第二技術部 技術室　
＊＊＊＊環境プラント事業部　監理部　北九州プロジェクト室
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ま え が き
　下水，排水処理分野における膜分離技術の発展は
近年著しいものがあり，2005年に国内の公共下水処
理に初めてMBRが導入されてから，これまで10件
以上のMBR施設が納入されてきている。しかしな
がら海外においてはさらに先を進んでおり，EUで
MBRの標準化がすすめられるなど，すでに MBR

の大規模施設が数多く稼働している。こうした背景
から，国内でもMBRの大規模化への取組みが進め
られようとしている。
　MBRとは，下水・排水浄化の心臓部である反応
タンク（Bio-reactor）内に精密ろ過膜（以下，MF
膜と呼ぶ）を浸漬して膜ろ過により固液分離をおこ
なうシステムである。そのため，従来の固液分離装

膜分離活性汚泥法の当社１号機における初期運転管理
～浜松市城西浄化センターの運転状況～
Introduction of our first commercial MBR （=Membrane Bio-Reactor） system 
installed in Shironishi Sewage-Treatment Center, Hamamatsu City, and it’s 
operation control of primary stage

　当社は2003年より，ポリフッ化ビニリデン（以下，PVDFと呼ぶ）製の中空糸膜をもちいた膜分
離活性汚泥法（以下，MBRと呼ぶ）を開発してきた。そして2008年，実機１号機を浜松市城

しろ

西
にし

浄化
センターに納入した。運転立ち上げ時からこれまで，良好な膜ろ過運転と処理水質を維持している。
　今後のMBRの普及を見据えると，初期運転管理は施設の円滑な立ち上げのために非常に重要な
知見である。本報では，技術開発のエッセンスを整理しながら，当センターで実施したMBRの立
ち上げ方法を紹介し，運転状況および処理水質について報告する。

We have been developed Membrane Bio-Reactor (MBR) system using poly vinylidene fluoride (PVDF) 
hollow fiber membrane since 2003, and delivered our first plant to Sironishi Wastewater Treatment Center, 
Hamamatsu City, in 2008. The operation of MBR in Shironishi smoothly started up, and the high quality 
of effluent has been maintained. For world-wide spread of MBR, operation data of primary stage is very 
important to smoothly start up MBR. In this report, we review essence of MBR development and intro-
duce how to start up Shironishi plant, the operation management and water quality.

 膜分離活性汚泥法  Membrane Bio-Reactor (MBR)
 浸 漬 膜  Submerged membrane
 中 空 糸 膜  Hollow fiber membrane
 PVDF  Poly vinylidene fluoride
 フ ァ ウ リ ン グ  Fouling
 CO2　　削　　減  CO2 reduction
 初 期 運 転 管 理  Operation control of primary stage

Key Words：

石山　明＊

Akira Ishiyama
　中嶋雄大＊＊

Yuta Nakajima
　　田路明宏＊＊＊

Akihiro Toji
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置である沈殿池，砂ろ過池が不要になるとともに，
活性汚泥濃度（以下，MLSSと呼ぶ）を10 000 mg/L
に高濃度化（従来の高度処理の３～５倍程度に）で
きるため反応タンクを小型化できる。また，MF膜
は大腸菌をも通さない孔径0.1 μm程度のものであ
るため，消毒装置が不要になる。したがって，
MBRには，プロセスが簡略で省スペースでありな
がら高度な処理水質の達成が可能というメリットが
ある。
　当社は2003年より，薬品耐性に優れた PVDF製
の中空糸膜からなる，円筒形の膜モジュールをもち
いてMBRを開発してきた。とくに，CO2 削減を目
指し，モジュール形状のコンパクト性および膜の目
詰まり（以下，ファウリングと呼ぶ）数式モデルを
活用した曝気エネルギーの削減に注力し，2005年に
開発を完了した。そして2008年，実施設１号機を浜
松市城西浄化センターに納入した1）～5）。
　天竜川の支流で一級河川である水

みさ

窪
くぼ

川は，豊かな
清流に恵まれ夏には釣り人やヤマメのつかみ取りで
賑わっている。山間の非常に狭い場所に立地し，水
窪川に処理水を放流する城西浄化センターでは，省
スペースで高度処理が可能なMBRのメリットが十
分に生かされており，運転の立ち上げ時からこれま
で，良好な運転状況，処理水質を維持している。
　これまでMBRの実施設における初期運転データ
について報告された例は少ないが，今後のMBRの

普及を見据えると，施設運転の円滑な立ち上げのた
めには非常に重要な知見である。本報では，当セン
ターにおけるMBRの運転立ち上げ方法，初期運転
状況，処理水質について報告する。
1.　当社 MBR の概要
1. 1　MBR の特長
　一般的なMBRの概略フローと計画水質の一例を
図１示す。原水に含まれる夾雑物を前処理スクリー
ンで除去し反応タンクに流入させる。反応タンクは
無酸素タンクと好気タンクからなる循環式硝化脱窒
法が採用されており，有機物のみならず窒素も同時
に除去できる。好気タンク内に膜モジュールを浸漬
し，定流量制御された吸引ろ過にて処理水をえる。
反応タンクの一般的な設計数値は，MLSSが10 000 
mg/L，滞留時間が６時間である。
　当社MBRにおける中空糸膜モジュールを図２に，
概略仕様を表１に示す。モジュール形状は，φ0.15 
m，有効膜長２mのコンパクトな円筒形である。膜
面積は，汚泥や夾雑物の絡み付きを防止するため中
空糸膜の集束度を考慮し，モジュール１本当たり25 
m2 としている。膜ろ過流束（以下，フラックスと
呼ぶ）については日平均で0.6 m3 /m2/dを基本とす
るから，モジュール１本当たりの日平均処理水量は
15 m3/dとなる。中空糸膜の公称孔径は0.1 μm，材
質は次亜塩素酸ソーダ（以下，次亜と略す）などの
薬品耐性に優れた PVDFである。また，膜面を洗

図１　概略フローと計画水質の一例
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浄する曝気（以下，膜面曝気と呼ぶ）については，
円筒形のコンパクト性を生かし曝気量の低減をねら
って，膜モジュール一体型の粗大気泡散気装置とし
ている。
　MBRでは膜のファウリング防止がもっとも重要
な技術課題のひとつである。中空糸膜モジュールを
もちいた当社MBRでは，単位膜面積当たり0.2 m3/
h/m2 というきわめて少ない膜面曝気量にて，膜面
に付着する固形物の分離除去を常時おこなうことが
できる。この数値は平膜の約35 ％（自社で実施し
た実験数値に対する比）に相当する。
　また，膜内部から加圧できる中空糸膜の特長を生

かし，通常の運転サイクルにおいて10分ごとに１回
の逆圧洗浄（以下，逆洗と呼ぶ）を自動でおこな
い，膜面や膜孔に付着した固形物や溶解性有機物を
押し出して分離除去する。なお，逆洗間隔はろ過水
量のロスを最小限に抑えることを想定し，最大30分
まで延ばすことが可能である。30分以上の間隔をあ
けると，膜のファウリングが進行しやすくなる。
　膜面曝気および逆洗をおこなっていても，膜孔に
ゲル状の有機物が蓄積してくる。これを薬品洗浄
（以下，薬洗と呼ぶ）にて分解除去するため，１カ
月に１回程度，次亜をろ過水側から注入するインラ
イン洗浄を実施する。
1. 2　MBR の基本性能
　開発段階での実証プラントにおける処理水質を図
３に示す。とくに，膜孔径0.1 μmの固液分離性能
が十分に発揮されており，固形物（SS）について
はすべて検出限界（１mg/L）未満，大腸菌群数も
検出されなかった。また，６時間という短い滞留時
間ながら窒素（T-N＜10 mg/L），有機物（BOD＜
１mg/L）の高度な処理水質には，MLSSを高濃度
に保持することができるMBRならではの特長があ
らわれている。
1. 3　MBR 開発のポイント
1. 3. 1　ファウリングの概略メカニズム
　MBRの開発では，膜のファウリングをいかに効
率良く防止するかが最大の焦点となった。ファウリ
ングの概略メカニズムと洗浄機構を図４の模式図で
示す。
ファウリングの種類は，以下のように大きく３つに
分類できる。
　①汚泥（ケーキ）が膜の表面に堆積する
　②溶解性有機物（ゲル）が膜孔内部に付着する
　③無機物（スケール）が膜孔内部に付着する
①を防止するには，おもに堆積しようとするケーキ
を膜面曝気で常時洗浄する。エネルギーコスト縮減
に向け，必要最小限の膜面曝気量を求めることがも
っとも重要な取組みとなる。これについては 1. 3. 2 
で後述する。
②を防止するには，付着したゲルを逆洗および次亜
薬洗で除去するが，本報ではゲル濃度の少ない「ろ
過しやすい活性汚泥」について当社が蓄積した知見
を，後述する実施設１号機の初期運転管理のなかで
紹介する。
③を防止するには，酸で定期的に洗浄する。スケー
ル物質，施設の事情，価格等を考慮し，酸種を選択
する。ただし，下水でのファウリング物質は有機物

膜ユニット（一例） 膜面曝気状況

図２　円筒形中空糸膜モジュール

表１　装置の概略仕様

形　　状
サ イ ズ
膜 面 積
膜 孔 径
膜 材 質
散気装置

中空糸膜モジュール（円筒形）
φ0.15 m×2.16 mH（有効膜長2.0 mH）
25 m2/モジュール×２本
0.1 μm（公称孔径）
PVDF（ポリフッ化ビニリデン）
粗大気泡散気装置（モジュール一体型）



神鋼環境ソリューション技報24 Vol. 6 No. 2（2010／ 2）

が圧倒的に多く，次亜にくらべると薬洗頻度は少な
い。
1. 3. 2　膜面曝気量の低減3）

　膜面曝気量の削減に活用するため，以下のような
ファウリングモデルを数式化した。まず，図５に示
すように，ⅰ）膜孔内部における閉塞（ゲル成分），
ⅱ）膜表面における閉塞（ケーキ成分）の２つの要
因で成り立つモデルを仮定した。ゲル成分と比較し

て相対量の少ない無機物スケール成分は無視して考
えた。

　ΔP＝ ΔPm＋ ΔPg＋ ΔPc －⑴
　ΔP ：膜差圧［kPa］
　ΔPm ：膜自体が有する膜差圧［kPa］
　ΔPg ：膜孔のゲル成分が寄与する膜差圧［kPa］
　ΔPc ：膜表面のケーキ成分が寄与する膜差圧［kPa］

〔備考〕SS, BODの検出限界（１mg/L）未満のものは，グラフ上では１mg/Lとした。

図３　処 理 水 質

図４　ファウリングの概略メカニズムと洗浄機構
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　流体内のゲル成分が膜孔内部外辺から同心円状に
付着堆積することにより生じるものと考えたとき，
ゲル成分の収支式は以下のように示される。

　QCgt  = (πR2−πr2)×n×L×ρ+Zρt	 －⑵
　Q：流量［m3/d］，Cg：ゲル濃度［kg/m3］，t：時間［d］
　L：膜孔長さ［m］，R：膜孔半径［m］，n：膜孔数［-］
　r：有孔半径（t経過後）［m］，ρ：ゲル密度［kg/m3］
　Z：逆洗によるゲル除去量［m3/d］

　膜孔内は層流であると仮定し，ゲル成分が寄与す
る膜差圧と各種パラメータとの関係を明らかにする
ために，⑵式に Hagen-Poiseuille式を適用し以下の
式をえた。

　dΔPg/dt＝ B･ΔPg 3/2
 

－⑶
　B：膜閉塞係数［kPa-1/2・d-1］

　ここで，⑴式でケーキ成分が寄与する膜差圧 ΔPc

は（膜ろ過フラックスとケーキ濃度が一定であれ
ば）膜面曝気量に依存し，かつ⑶式でゲル成分が寄
与する膜閉塞係数 B値に対して膜面曝気量が影響
しないと仮定する。このとき，膜面曝気量を増加し
ていったときに B値が一定となるところが必要最
小限の膜面曝気量となる。検討結果を図６に示す
が，0.2 m3/h/m2 でケーキをほぼ十分に除去できるこ
とがわかった。なお，膜面曝気量0.2 m3/h/m2 の条件
における ΔPg

3/2と dΔPg/dtの相関性を図７に示す。
　以上の検討を通じ，膜ろ過フラックス0.6 m3/m2/d 
の条件において，膜面曝気量を0.2 m3/h/m2（膜モジ
ュール１本当たり５m3/h）に削減することができた。
0.2 m3/h/m2 という数値は，平膜の約35 ％（自社で
実施した実験数値に対する比）に相当するから，約

図５　膜閉塞モデル

図６　必要膜面曝気量の検討（膜面曝気量による B値の変化）

図７　膜閉塞係数の確認（ΔPg
3/2と dΔPg/dtの相関性）
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65 ％の削減を達成したことになる。この数値を設
計諸元として，次に紹介する当社１号機の膜面曝気
量を決定した。
2.　浜松市城西浄化センターの施設概要と

初期運転管理4）

2. 1　施 設 概 要
2. 1. 1　計 画 概 要
　浜松市城西浄化センター（図８）の計画値の概略
を以下に記載する。
　処理面積 ：73.5 ha（処理人口 3 200人）
　処理能力 ：1 375 m3/d
　最低水温 ：８℃
　水質   BOD ：180 mg/L（流入）/3.0 mg/L（放流）

　　　　　SS ：140 mg/L（流入）/1.0 mg/L（放流）
　　　　  T-N ：35 mg/L（流入）/10 mg/L（放流）
　東日本以西の一般的な下水の最低水温は13～15 
℃程度であり，開発段階の実証プラントでもそうで
あったが，当センターの計画値は８℃と非常に厳し
い条件である。一般的に低水温であればあるほど，
水の粘度が増し膜差圧が上昇するとともに生物活性
が低下してファウリング物質が増加すると予想され
るため，とくに冬期の運転管理には注意を要した。
2. 1. 2　処理フローおよび施設概要
　概略処理フローを図９に示す。当センターは分流
式の下水処理場であり，目幅１mmの微細目スクリ
ーンで流入下水の夾雑物を除去した後，流量調整槽
を経て反応タンクに流入させている。反応タンクは
２系列から構成される。余剰汚泥は好気タンクより
引抜かれ直接脱水される。水処理施設（１系列）の
概要を表２に，膜ユニットの外観を図10に示す。
　当センターは新設の処理場である。前述した冬期
運転の問題とは別に，流入下水量がきわめて少なく
活性汚泥性状の悪化，すなわち膜ろ過性の悪化を招
きやすい運転初期の管理にも注意を要した。
2. 2　初期運転管理
2. 2. 1　運転立ち上げ方法
　一般的に新設のMBRでは，近隣の下水処理場か
ら高濃度の種汚泥を少量輸送する方が望ましいとい
われるが，当社はさらに，膜ろ過性が良くフレッシ
ュな状態の種汚泥を採用した。

図９　概略処理フロー

図８　浜松市城西浄化センター
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　ろ過性の良し悪しの評価基準としては「ろ紙ろ過
量」（試料50 mLを５Cろ紙で５分間自然ろ過した
液量）をもちいている。ろ紙ろ過量が10 mL/5分以
上となれば「ろ過しやすい活性汚泥」とみなし，そ
れを維持するための基本的な運転管理指標（表３）
を採用している1）。これらの運転管理指標にしたが
えば，冬期水温13～15 ℃程度の一般的な下水であ
れば，おおむねろ過性の評価基準をクリアできる。
　そこで，当センターの立ち上げにあたっては，近
隣処理場のMLSS，ろ紙ろ過量を測定し性状を確認
してから種汚泥を選定することとした。その結果，
表４に示すように，ろ紙ろ過量がもっとも大きい値
を示した浦川浄化センターの返送汚泥を種汚泥とし
た。また投入にあたっては，汚泥性状の変質を防ぐ
ためバキューム車による種汚泥の採取・移送・投入
を約５時間で速やかに完了した。なお，反応槽への
投入にあたっては，夾雑物を除去するため，投入位
置を微細目スクリーンの手前とした。
　低負荷運転，高負荷運転は活性汚泥の膜ろ過性や

処理水質に影響する可能性があるため，立ち上げ時
における MLSS設定は重要である。供用開始後，
流量調整槽に流入する水質，水量を調査し，前述し
た知見1）より BOD-SS負荷（１日あたり単位MLSS
量にかかる流入下水 BOD量の負荷）が0.05 kgBOD/
kgSS/dとなるよう，MLSSを約1 000 mg/Lに設定し
た。
2. 2. 2　初期運転条件
　MBRの初期運転条件を表５に示す。立ち上げ時
期には回分式運転，次いで昼間のみの連続運転をお
こない，水量の増加にともなって連続運転へと移行
した。膜分離装置の起動に連動して散気装置，循環
ポンプを起動させ，膜ろ過ポンプは定流量制御と
し，膜の閉塞を防止するため10分ごとに１分間の逆
洗をおこなった。なお期間３までの間は，補助散気
装置の作動，余剰汚泥の引抜，膜の薬洗はおこなっ
ていない。
2. 2. 3　初期運転状況
　2008年５月15日に運転を立ち上げてからの，水

表２　水処理施設の概要（１系列分）

施　設　名 主　　仕　　様

反応タンク 無酸素タンク 4.0 mW× 5.7 mL × 有効水深4.0 m

好気タンク 4.0 mW × 5.7 mL × 有効水深4.0 m

膜分離装置 膜モジュール 表１を参照

膜モジュール数 12本／ユニット

膜ユニット数 ５ユニット

表４　種汚泥候補のMLSS，ろ紙ろ過量の測定結果

種 汚 泥 候 補 MLSS
［mg/L］

ろ紙ろ過量
［mL/5分］

佐久間浄化センター　返送汚泥
佐久間浄化センター　濃縮汚泥
浦川浄化センター　　返送汚泥

5 800
14 400
7 500

31
29
39

【備考】各汚泥のMLSS濃度を5 000 mg/L程度に希釈・調整し
てから，水温26 ℃でろ紙ろ過量を測定した。

表３　基本的な運転管理指標

MLSS
好気タンク DO
BOD-SS負荷

8 000～12 000 mg/L
1.5～4.0 mg/L
0.05～0.10 kgBOD/kgSS/d

図10　膜ユニットの外観
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温，MLSS，ろ紙ろ過量，膜差圧の推移を図11に示
す。
（以下，日付の年表示は省略する。）
　反応槽の水温については，立ち上げ時は17.0 ℃で
あった。高水温期を経て，12月５日から15 ℃を下

回り，最低水温は１月18～21日，27日の10.4 ℃であ
った。このとき流入下水の水温は9.4 ℃であった。
　MLSSについては，立ち上げ時は940 mg/L，その
後順調に汚泥が馴養され，２月24日時点で10 400 
mg/Lまで増加した。３月２日以降，補助散気装置

図11　運 転 状 況

表５　初期運転条件の推移

項　　目 期間１ 期間２ 期間３

期　　　間 2008/5/16 ～ 6/12 6/13 ～ 7/8 7/9 ～ 2009/3/2

流 入 水 量 30 m3/d以下 30～50 m3/d 50 m3/d以上

運 転 方 法 回分式運転
（週２日）

連続運転
（週２日，昼間） 連続運転 *1

設定フラックス *2 0.26～0.46 m3/m2/d 0.26 m3/m2/d

散 気 装 置 5.0 m3/m/系列（0.2 m3/h/m2 膜）

補助散気装置 停　　止

余剰汚泥引抜量 引抜せず

【備考】*1　無酸素槽水位に連動して膜分離装置を起動させた。
　　　 *2　流入水量，処理時間に応じてフラックスを設定した。膜分離装置作動時のフラックスを１日当たりに

換算して表した。
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を作動させ，余剰汚泥の引抜きを開始した。
　活性汚泥のろ紙ろ過量については，管理下限値目
標を10 mL/5分としている。立ち上げ時は約20 mL/5分
であったが，水温の低下とともに徐々に低下し，前述
した最低水温日には11～12 mL/5分となった。その後，
水温の上昇とともに回復し，２月中旬以降は18～20 
mL/5分となった。
　膜分離装置の膜差圧については，立ち上げ時から
10月中旬までは５kPa程度でほぼ一定であった。そ
の後，膜差圧はおおむね一定の上昇速度で推移し，
３月２日時点で約16 kPaとなった。
2. 2. 4　「ろ過しやすい活性汚泥」を維持するために
　図12に示すデータは下水の実証プラントデータ
およびメタン発酵廃液のMBR実施設データをまと
めたものであるが，好気タンク内に蓄積する溶解性

有機物の濃度が増えるほど，ろ紙ろ過量が少なくな
るという相関がある5）。溶解性有機物濃度の増加が，
膜孔内部に付着するゲルの増加につながるためであ
ると考えられる。したがって，ろ過しやすい汚泥を
維持するには，膜に蓄積する溶解性有機物，すなわ
ち好気タンク内 S-TOCとろ過水 TOCとの差を一定
値以下（20 mg/L以下）にすることが肝要である。
　当センターでは，図13に示すように，好気タンク
の溶存酸素濃度（以下，DOと呼ぶ）が大きくなる
ほどろ過性が向上する傾向がみられた5）。このデー
タは生物活性が低下する原水水温９～15 ℃の低水温
期のものであるが，高い DOによって微生物代謝が
活性化され，好気タンク内の溶解性有機物が分解さ
れて膜への蓄積量が抑制されたためと考えられる。
　したがって，活性汚泥のろ過性が低下してきた場

図13　好気タンク DOとろ紙ろ過量の相関

図12　溶解性有機物濃度とろ紙ろ過量との相関
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合には，曝気エネルギー消費量を極力抑えるため低
水温期の一時期に限定したうえで，好気タンクの
DOをやや高く設定するのも一つの有効な手段であ
る。
2. 3　処 理 水 質
　SS，BOD，T-Nの推移を図14に示す。流入下水の
SSは平均106 mg/L，BODは平均89.8 mg/Lであり，
処理水の SSはすべて１mg/L未満，BODはおおむ
ね２mg/L未満であった。T-Nについては，MLSSが
5 000 mg/Lに達して以降，流入下水平均30.5 mg/L
に対して処理水平均は5.7 mg/L，除去率は平均81.7 
％であった。この期間の循環率は平均3.7であり，理
論 T-N除去率は78.7 ％となるため，良好な処理がな
されていたといえる。
む　す　び
　当社は，PVDF製の中空糸膜モジュールをもちい
て，曝気エネルギーの削減を図りながらMBRを実
用化し，実施設１号機の良好な運転を維持してき
た。MBRには，プロセスが簡略で省スペースであ
りながら高度な処理水質の達成が可能という優れた

メリットがあり，今後ますます普及していくと期待
される。そのためには，ソフト面（ろ過しやすい活
性汚泥の維持），ハード面（膜ユニットの改良等）
の両面から，さらなるエネルギーコスト削減を推し
進める必要がある。地球に優しいMBRを目指し，
技術改良を成し遂げていく所存である。

【参考文献】
１）石山　明，中島優一，高橋　円，長谷川進，「膜分離
活性汚泥法の運転管理に関する検討」，第41回下水道研
究発表会講演集，2004，pp.756-758
２）尾崎敏之，中島優一，石山　明，長谷川進，「膜分離
活性汚泥法の運転管理に関する検討」，第39回日本水環
境学会年会講演集，2005，pp.43
３）石山　明，中島優一 , 長谷川進，尾崎敏之，「膜分離
活性汚泥法の維持管理コスト縮減に関する検討」，第42
回下水道研究発表会講演集，2005，pp.762-764
４）猿田晴広，山出　桂，石山　明，中嶋雄大，田路明
宏，「浜松市城西浄化センターにおけるMBRの初期運
転について」，第46回下水道研究発表会講演集，2009，
pp.314-316
５）石山　明，「MBRの運転管理について」，第12回日本
水環境学会シンポジウム講演集，2009，pp.144

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
＊商品市場・技術開発センター 水・汚泥技術開発部 水処理室　＊＊水処理事業部 資源循環プロジェクト室　＊＊＊水処理事業部 技術部 水処理室

図14　処 理 水 質
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ま え が き
　我が国は国土が狭く，最終処分場の用地確保が難
しいため，埋立残余年数の少なくなった処分場で運
用せざるをえない自治体も少なくない。このような
状況下で，近畿２府４県において広域かつ廃棄物を
長期安定的に適正処理するために計画されたのが，
大阪湾圏域広域処理場整備事業（大阪湾フェニック
ス計画）である。この大阪湾フェニックス計画に基
づき，事業主体である大阪湾広域臨海環境整備セン
ター殿では1990年に尼崎沖埋立処分場，1992年に泉
大津沖埋立処分場，2001年に神戸沖埋立処分場を設
置してきたが，長期安定的に廃棄物の適正処理を継
続するため，第４番目の施設として2001年に大阪沖
埋立処分場の建設に着手した。大阪沖埋立処分場は
大阪市此花区の夢洲沖に2009年夏に全施設が完成
し，2009年10月より廃棄物受入れを開始している。

なお，廃棄物の受入れ対象自治体は近畿２府４県の
175市町村（2009年現在）に及ぶ。この度，当社は
大阪沖埋立処分場の余水・浸出水処理を目的とした
排水処理施設を納入したので，その施設概要を紹介
する。
1.　施設概要
1. 1　大阪沖埋立処分場概要
　大阪沖埋立処分場はその名のとおり，大阪沖に造
成された海面埋立処分場である。大阪沖埋立処分場
の概要を以下に示す。また，処分場全景を写真１に
示す。
１）位　　置；大阪市此花区北港緑地　地先
２）面　　積；95ha
３）護岸延長； 護岸延長 4.4 km
４）埋立容量；1 400万 m3（管理型処分場）
　海面埋立処分場は埋立開始時には残留海水をとど

大阪沖埋立処分場排水処理施設
Leachate Treatment Facilities at Osaka Offshore Reclamation Disposal Site
―フェニックス海面埋立型処分場向け排水処理施設―

谷澤　謙＊

Yuzuru Tanizawa

　当社は，2009年５月に大阪湾広域臨海環境整備センター殿大阪沖埋立処分場向け排水処理施設を
納入，同10月開業した。その台船式水処理施設の概要を紹介する。

Kobelco Eco-Solutions Co.Ltd delivered Leachate water treatment facilities at Osaka offshore reclamation 
disposal site belong to Osakawan-center in May, 2009. Osaka offshore reclamation disposal site started 
doing business in October, 2009. We reports outline about this floating waste water treatment plant at 
Osaka offshore reclamation disposal site.

 浸　出　水　処　理 Leachate treatment
 海面型埋立処分場 Water boarding landfills
 台船式浸出水処理施設 Floating waste water treatment plant

【セールスポイント】
　台船式水処理方式により，軟弱地盤等設置場所の制約を受けないなどの特長を有する。

Key Words：
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めており，廃棄物の埋立が進むに合わせ，残留海水
や雨水等の余水を適正に浄化し，処分場外へ放流す
る必要がある。海面埋立処分場における排水の特徴
は，①塩化物イオン濃度が高い，②汚濁物質は埋立
が進むごとに濃度が高くなり，その濃度は長期に継
続する，③放流先が海域であるため，脱塩処理はほ
とんどの場合不要であるが，COD除去を考慮する

必要がある，などが挙げられる。
　本排水処理施設はこれら条件を考慮し，浮体台船
方式とし受注に結びついたものである。
1. 2　設計条件
1. 2. 1　計画水質，水量
　本施設は海面埋立処分場余水のため，埋立進行期
に合わせ計画流入水質および水量負荷が高くなる計
画である。計画流入水質および放流基準を表１に示
す。
1. 2. 2　処理フロー
　前項の水量，水質に基づき，処理フローについて
検討した。図１に水処理フローを示す。メインフロ
ーは COD，SS除去に凝集沈殿，BOD（T-N，T-P）
除去に生物接触ろ過，SS除去に砂ろ過を配置・組
合せしたフローで構成している。なお，発生汚泥は
場内返送としている（３期まで）。ブロックフロー
と各処理工程水質（第１，２期）を図２に示す。各
埋立進行期の水質負荷に合わせ，COD除去に活性
炭吸着塔，窒素除去に生物処理（硝化槽，脱窒槽，
再曝気槽）を第３，４期に追加する計画である。

表１　計画流入水質および放流基準
第１期
埋立初期
（４年程度）
～2013

第２期
埋立中期
（５年程度）
～2018

第３期
埋立終期
（４年程度）
～2022

第４期
安定化期間
（埋立終了か
ら廃止まで）

放流基準

計画処理水量
(m3/d） 4 000 m3/d 4 100 m3/d 5 400 m3/d 3 800 m3/d ―

計
画
流
入
水
質

COD 25 mg/L 70 mg/L 105 mg/L 105 mg/L 30 mg/L

BOD 30 mg/L 55 mg/L 80 mg/L 80 mg/L 10 mg/L

SS 30 mg/L 55 mg/L 80 mg/L 80 mg/L 10 mg/L

T-N 15 mg/L 30 mg/L 75 mg/L 75 mg/L 30 mg/L

T-P 0.3 mg/L 0.3 mg/L 0.6 mg/L 0.6 mg/L 4 mg/L

図１　水処理フローシート

写真１　大阪沖埋立処分場全景
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1. 3　施設概要
　本施設は専用台船上に水処理施設を配置する浮体
台船形式である。排水処理施設全景を写真２に示す。
構　　造；鋼製二重殻　浮体台船方式
処理能力；最大5 400 m3/d
台船寸法； 全長66.75 m，全幅39 m（水没部61 m

×37 m）舷高13.1 m，喫水下2.5 m
重　　量；約6 000トン（運転時）
常用発電施設；ディーゼル発電機   500kVA   ２機

（交互運転）
1. 4　施設構成
　各構成設備は１）～９）で，その詳細仕様につい
て1.4.1以降に示す。
１）前処理・生物処理設備
２）凝集沈殿処理
３）砂ろ過処理設備
４）消毒放流設備
５）薬品注入設備
６）汚泥処理設備
７）台船設備
８）発電機設備
９）電機計装設備
1. 4. 1　前処理設備
　前処理設備では取水のほか，夾雑物等の除去，後
段生物処理に適した pH調整をおこなう。前処理設
備外観を写真３に示す。

項　　目 ① ② ③ ④ ⑤ ⑥ 放流基準値
pH ― ― 5～9 5～9

COD mg/L 70 35 30 30以下 30
BOD mg/L 55 10 10以下 ―
SS mg/L 55 17 10 10以下 10
T-N mg/L 25 30以下 30
T-P mg/L 0.3 4以下 4

写真２　排水処理施設全景

写真３　前処理設備

図２　ブロックフローおよび各処理工程水質（第１，２期）
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１）原水ポンプ
形　　式；水中汚物汚水ポンプ
能　　力；1.6 m3/min×16 m×7.5 kW
数　　量；４台（１台予備）

２）原水スクリーン
形　　式；ワイヤ式自動スクリーン
目　　幅；2.5 mm
数　　量；２台

３）pH調整槽
形　　式；鋼板製角形水槽
容　　量；42 m3

1. 4. 2　生物処理設備
　生物処理設備では，充填した接触ろ材に付着する
汚泥中の微生物の働きにより，主に BOD成分の酸
化分解（除去）をおこなう。（計画 BOD；原水55 
mg/L，処理水；10 mg/L（除去率82 %））生物処理
設備外観を写真４に示す。
１）接触酸化槽
有効容量；1 421 m3

数　　量；２系列
２）接触材
形　　式；波板状接触材
材　　質；合成樹脂
接触材容量；705 m3

比表面積；70 m2/m3

３）ばっ気装置
形　　式；微細気泡散気筒方式
材　　質；合成樹脂

４）ばっ気ブロワ
形　　式；ルーツブロワ
能　　力；7.1 m3N／分×45 kPa×11 kW
数　　量；４台（２台予備）

1. 4. 3　凝集沈殿処理設備
　凝集沈殿処理設備では凝集剤にポリ硫酸鉄を使用
し，弱酸性領域下で COD・色度成分および懸濁物
質（SS）の除去をおこなう。（計画 COD；流入水70 
mg/L，処理水35 mg/L（除去率50 %），計画 SS；流
入水55 mg/L，処理水17 mg/L（除去率69 %））また
沈殿処理水を放流基準に適した pH（5.8～8.6）に中
和をおこなう。凝集沈殿処理設備外観を写真５に示
す。
１）急速撹拌槽
形　　式；鋼板製角形槽
容　　量；20 m3（滞留時間5.3分）
撹  拌  機；φ500 mm×２段×7.5 kW×１台

２）緩速撹拌槽
形　　式；鋼板製角形槽
容　　量；98 m3（滞留時間26.1分）
撹  拌  機；φ1 150 mm×２段×3.7 kW×２台

３）凝集沈殿槽
形　　式；鋼板製角形槽
容　　量；1 091 m3（滞留時間4.85時間）

４）凝集沈殿汚泥掻寄機
形　　式；中央駆動支柱型
能　　力；φ18 000 mm×1.5 kW

５）中和槽
形　　式；鋼板製角形槽
容　　量；39 m3（滞留時間10.4分）

1. 4. 4　砂ろ過処理設備
　砂ろ過処理設備では，凝集沈殿処理水に残存する
SS分の除去をおこなう（計画 SS；流入水17 mg/L，
処理水10 mg/L以下（除去率42 %））。砂ろ過処理設
備外観を写真６に示す。
１）砂ろ過塔

写真４　生物処理設備 写真５　凝集沈殿処理設備
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形　　式；鋼板製圧力式ろ過器
ろ過面積；4.9 m2（ろ過速度約186 m/d）
数　　量；５塔（将来６塔）
洗浄方式；空気・水洗浄方式

２）逆洗ポンプ
形　　式；片吸込み渦巻きポンプ
能　　力；3.9 m3/min×15 m×11 kW

３）逆洗ブロワ
形　　式；ルーツブロワ
能　　力；4.9 m3/min×45 kPa×7.5 kW

1. 4. 5　消毒・放流設備
　消毒・放流設備では，凝集沈殿・砂ろ過処理水を
次亜塩素酸ソーダで滅菌し，放流基準に適した消毒
（処理水大腸菌群数3 000個 /cm3以下）をおこない，
処分場外（海域）へ放流をおこなう。消毒・放流設
備外観を写真７に示す。
１）消毒槽
形　　式；鋼板製角形水槽

容　　量；58 m3（滞留（接触）時間15.5分）
２）放流槽
形　　式；鋼板製角形水槽
容　　量；115 m3

３）放流ポンプ
形　　式；片吸込渦巻きポンプ
能　　力；1.9 m3/min×30 m×18.5 kW
数　　量；３台（１台予備）

1. 4. 6　薬品注入設備
　薬品注入設備は前処理，生物処理，凝集沈殿処
理，消毒設備，汚泥処理設備に必要な薬品類（リン
酸，硫酸，苛性ソーダ，ポリ硫酸鉄，高分子凝集
剤，次亜塩素酸ソーダ）を貯留・注入ポンプで構成
される。なお，各薬品貯槽の有効容量は30日分以上
としている。
1. 4. 7　汚泥処理設備
　汚泥処理設備では排水処理プロセスで発生した生
物汚泥および凝集沈殿汚泥を濃縮減容した後，無機
汚泥として廃棄物とともに埋立をおこなう。将来的
には，脱水機等を増設し別途処理をおこなう。
１）汚泥濃縮槽
形　　式；鋼板製角形水槽（重力濃縮槽）
容　　量；107 m3

２）汚泥濃縮槽掻寄機
形　　式；中央駆動式
掻寄速度；2.3 m/min

３）汚泥貯留槽
形式；鋼板製角形水槽
容量；16 m3

４）汚泥貯留槽撹拌装置
形式；散気管方式
能力；0.27 m3/min

５）汚泥移送ポンプ
形式；一軸ネジポンプ
能力；0.15 m3/min×30 m×5.5 kW

1. 4. 8　台船設備
　本設備は，各設備等を構築する基礎部分であり，
建屋建築工事に該当する。外殻は鋼板製溶接構造の
台船方式としている。
　台船の固定は，排水処理施設の運転に支障をきた
さないよう，護岸内海底に200トン／基のシンカー
４基にて係留するとともに，台船の姿勢を姿勢制御
機能（バラストタンク４基装備）にて水平（0.2度
以内）を保っている。
　台船へのアクセスは処分場南護岸から台船へ架橋
し，通行・搬入を容易とし維持管理性向上を図って

写真６　砂ろ過処理設備

写真７　消毒・放流設備
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いる。台船設備内概略配置を図３に示す。
１）台船
形　　式；浮体台船方式
寸　　法；37 m×61 m×8.1 m
付属設備； キャビン（建家），建築換気・照

明，浄化槽，衛生設備，姿勢制御
装置，海水淡水化装置他

1. 4. 9　発電機設備
　発電機設備は，排水処理設備および関連設備の動
力，処分場管理棟などへの常用電源として設置し，
交流発電機，ディーゼル機関および脱硝装置等の関
連機器がある。
　燃料は排ガス規制に対応するため LSA重油を使
用し，貯留量は15日分以上の72 kLタンクを船内に
設置している。また，常用発電施設のため，排ガス
NOXを300 ppm以下に制御，常時監視をおこなって
いる。発電機設備外観を写真８に示す。
1. 4. 10　電気計装設備
　電気計装設備は，中央監視室・電気室内の監視
盤・制御盤および現場操作盤，排水処理施設の運転
管理に必要な計測機器（流量計，水位計，DO計，
pH計，COD計，濁度計等）により，処理状況の指
示・警報，帳票集計等をおこない，自動制御運転を
合理的におこなうことができるよう設備を設置して
いる。
2.　排水処理施設運転状況
　2009年10月以降の運転状況として，①放流水流量

の経日変化を図４．１に，②放流水質例として2009年
11月17日の連続モニタリング項目（濁度，COD）
の経時変化を図４．２に示す。これら結果から，放流
水量・水質とも計画能力・基準を満足している（SS10 
mg/L以下，COD30 mg/L以下，pH5.8～8.6）。今後
も安定運転に向けて，負荷増にともなう水質変動を
経過確認していく。
む　す　び
　2006年７月に工事着手した大阪沖埋立処分場排水
処理施設は2009年５月に無事完工し，立上げ・客先
引渡しを完了した。今後，廃棄物埋立が進むにつ
れ，水量・水質負荷は漸増していく計画である。安
定操業に向け，処分場全体の管理を担っている（財）

写真８　発電機設備

図３　台船設備
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大阪市環境事業協会および排水処理施設の維持管理
を請けている神鋼環境メンテナンス㈱と協力し，今
後とも環境保全の維持に努め，大阪湾の環境回復の
一助となりたい。
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図４．１　原水流量，放流水流量の経日変化

図４．２　放流水 COD，濁度の経時変化（2009年11月17日）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
＊水処理事業部 技術部 水処理室
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発 電 用 大 型 冷 却 塔
（大阪ガス株式会社泉北天然ガス発電所殿向）

　発電所向冷却塔は大規模となるため，冷却塔から発生する白煙，水飛散，周辺建屋 ･設備が冷却塔の空気
取り入れに与える影響は一般工業用冷却塔より大きくなります。
　大阪ガス㈱泉北天然ガス発電所においては，天然ガス燃料，送電ロス低減，発電効率の高いシステム採用
など環境負荷低減に配慮されています。
　冷却塔での環境負荷への配慮は，配置，白煙低減の観点から冷却塔周辺建屋 ･設備を含めた冷却塔近傍の
空気流れの数値シミュレーションをおこない，可能な範囲での最適配置をおこないまた，景観 ･視程（白煙）
に関して，実験データと数値シミュレーションに基づき，白煙発生量の予測・低減対策をおこなっています。
　このように，冷却塔の周囲設置状況を踏まえた最適配置と，環境を配慮した冷却塔を提供しています。
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